
阪神西部(武庫川流域圏)
地域総合治水推進計画

平成28年2月12日

阪神西部地域の取組状況
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１ 総合治水推進計画
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１.１ 現状と課題

対 策 現 状 と 課 題

河川

上流域
ブロック

三田市域等、本支川河道の整備を進め、現在は篠山地域に着手している。H8、H16 洪水等、近年も浸水被害
が発生しており、今後も引き続き河川整備を進める必要がある。

中流域
ブロック

武田尾地区や仁川合流点～名塩川合流点の区間で河川整備を進めてきた。H16 洪水では溢水や未整備区間で被
災したため、引き続き河川整備や防災情報システムの運用により再度災害防止策を進める必要がある。

下流域
ブロック

［武庫川下流］ 河床掘削等による築堤区間の整備が一旦完了したものの、H16 には計画を上回る洪水を経験
しており、想定氾濫区域内の人口・資産規模が国管理河川の上位河川と肩を並べる武庫川では、堤防強化等も
含め、洪水に対する安全度の早期向上が喫緊の課題である。

［下流８河川］ 各河川概ね整備は完了しているが、局地的豪雨対応、新川・東川排水機場の老朽化対策、津
波・高潮対策等への対応が必要である。

下 水 道
管きょやポンプ場、雨水貯留施設等、これまでの整備が効果を発揮しているが、都市化の進行に伴う流出量増
と老朽化施設の増大も問題化している。

流 域
市街化による流域の保水・貯留機能の低下、低平地への人口・資産の集積、多発する集中豪雨等により、洪水
被害の危険性が増大している。そのため、これまで進めてきた河川対策に加えて、貯留・浸透により雨水の流
出を抑制する流域対策をより一層進める必要がある。

減 災
社会環境、自然環境、生活環境等の変化が災害リスクを高めている。これまでの行政による対策に加え、住民
の水害リスクの認識が重要であるとともに、災害時要援護者の増加などにより、地域コミュニティによる自
助・共助といった地域の防災力が低下している。

河 川 環 境 の
保 全 と 整 備

全県的にも生物多様性の高い上流部の緩流区間、中流部武田尾峡谷の岩上植物、下流部の礫河原など、特有の
自然環境を有している。一方、外来種が侵入するとともに、多くの横断工作物があり、アユ等の移動に支障を
きたしている。
下流8 河川は直線的で急な護岸や三面張河道も存在（新川、洗戎川、堀切川）しており、都市河川の様相を呈
している。
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1.2 総合治水の基本的な目標に関する事項

(1) 基本目標

(2) 計画期間

平成24年度から概ね10年間

・住民は、自治会等が主体となって、住民一人一人が総合治水を理解
してもらうための取り組みを推進

・県、市及び住民が相互に連携を図りながら、協働して総合治水を推進
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(3) 協議会の進め方

1.2 総合治水の基本的な目標に関する事項

さ
ら
な
る
防
災
力
の
向
上
へ

さ
ら
な
る
防
災
力
の
向
上
へ

流域圏での総合治水対策（河川下水道対策・流域対策・減災対策）

平
成
二
十
四
年
度

計
画
の
策
定

平
成
二
十
四
年
度

計
画
の
策
定

進
捗
状
況
等
の
報
告

進
捗
状
況
等
の
報
告

計
画
の
見
直
し

計
画
の
見
直
し

効果確認や普及啓発の取り組みの検討
計画推進にあたっての問題・課題抽出 など

実
績
の
積
み
重
ね

実
績
の
積
み
重
ね

実
績
の
積
み
重
ね

５年後

進
捗
状
況
等
の
報
告

進
捗
状
況
等
の
報
告

次
期
計
画
の
策
定

次
期
計
画
の
策
定

１０年後

【H28年度】
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2 取組状況
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②下水道対策

・下水道の整備促進

2.1 河川下水道対策

総合的な治水対策

減災対策流域対策

河川下水道対策

①河川対策

・河道整備・堤防強化の推進

・洗戎川での排水機場整備

・治水上ネックとなる部分の解消

・青野ダムの洪水調整容量の拡大

8



2.1 河川対策 - 河川下水道対策 -

低水護岸工事

工事中

武庫川下流部築堤区間
（西宮市）

ビデオやジオラマ模型など
を設置し、事業・工事内容
を住民に説明

2.1.1 河道対策

尼崎側
西宮側
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新しい護岸の位置

対策工概要図
今年度施工延長：L=0.2km
全体計画延長：L=2.0km(うち整備済延長：L=0.49km)

(進捗率24％(H28.2時点))

インフォメーションセンター

凡例

低水路拡幅
河床掘削

川底を掘り下げます 護岸の位置を広げます
新しい護岸（矢板護岸）

築堤・護岸等の工事

県道付替

築堤・護岸等

土地区画整理事業（宅地・駐車場等）

武庫川中流部
（宝塚市 武田尾地区）

2.1 河川対策 - 河川下水道対策 -

施工状況（築堤・護岸工）
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今年度整備延長： L=0.3km
全体計画延長：L=1.2km(うち整備済延長：L=0.3km)

(進捗率25％(H28.2時点))



護岸工事

荒神川（宝塚市）

2.1 河川対策 - 河川下水道対策 -

工事前 工事完了後
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宝塚市施工今年度整備延長： L=0.05km
全体計画延長：L=0.9km(うち整備済延長：L=0.6km)

(進捗率67％(H28.2時点))

武庫川下流部築堤区間
（西宮市日野町）

2.1 河川対策 - 河川下水道対策 -

2.1.2 堤防強化
堤防強化工事(浸透対策) 遮水シート設置

ブロックマット設置

鋼矢板打設

対策工概要図
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今年度整備延長：L=0.2km
要対策延長 ：L=7.3km
(うち整備済延長：L=6.1km)
進捗率：84％(H28.2時点))



2.1 河川対策 - 河川下水道対策 -

堤防強化工事

天王寺川（伊丹市）

着工前
完成

ドレーン工施工中
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全体計画延長：L=0.６km
平成27年5月完成

武庫川遊水地

(二)武庫川

(二)羽束川
JR道場駅

JR福知山線

排水

導水

武庫川上流
浄化センター

位置図

遊水地整備 神戸市北区道場町生野地内

2.1 河川対策 - 河川下水道対策 -

イメージパース図

武庫川遊水地

排水樋門

排水

導水

14

今年度掘削土量 ：V=2.0万m3

全体計画掘削土量：V=9.8万m3(進捗率：20％(H28.2時点))



2.1 河川対策 - 河川下水道対策 -

排水機場整備

洗戎川排水機場

工事前 工事完了後
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着手時期：平成19年度
完成予定：平成30年度
(H27年度まで：水門及び排水機場 概成)

河道掘削工事

武庫川上流部

2.1 河川対策 - 河川下水道対策 -

施工前 施工後

平成26年7月時点 平成27年7月時点
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維持管理①



2.1 河川対策 - 河川下水道対策 -

河川浚渫

武庫川水系準用河川吉尾川（神戸市）

施工前 工事完了後

神戸市施工
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維持管理②

2.1 下水道対策 - 河川下水道対策 -

下水道整備

武庫川処理区管渠の改築

尼崎市

古い管きょの内部に新しい
壁面をつくり出すことで、
現況の管きょを活かしながら
内部をリニューアル

工事中
（鋼製リング設置）

工事前

工事中
（表面部材設置）
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尼崎市施工

今年度施工延長：L=0.1km
全体計画延長 ：L=2.9km
(うち整備済延長：L=1.3km)
(進捗率45％(H28.2時点))



2.1 下水道対策 - 河川下水道対策 -

下水道整備

野上地区雨水排水施設
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床下浸水対策として雨水管渠設置
（ボックスカルバート）

西宮市

宝塚市

貯留施設

・雨水出水対策として貯留施設を整備中（校庭貯留施設：50箇所整備済）

宝塚市施工

全体計画延長 ：L=322m
平成27年2月完成

⑥雨水貯留タンク助成
・尼崎市、西宮市、伊丹市、宝塚市、
芦屋市、三田市で実施

⑦道路側溝等の浸透化
・県はガイドライン（改訂版）策定
・開発者及び市で施工
（尼崎市、芦屋市、西宮市）

④ため池および水田貯留
広報チラシによる普及啓発

⑤森林整備・保全
・人工林間伐、表土侵食防止、
混交林整備
（神戸市、宝塚市、三田市、
篠山市）

人工林間伐 混交林整備

2.2 流域対策

総合的な治水対策

減災対策流域対策

河川下水道対策

③調整池
・県は重要調整池の設置に関する技術
基準を策定
・以下の4市は県よりも小さな開発規模
でも調整池設置指導を実施
（神戸市、西宮市、伊丹市、宝塚市）

阪神昆陽高校

三田西陵高校

三田市

三田ｶﾙﾁｬｰﾀｳﾝ

西宮甲山高校

北摂三田高校

宝塚北高校

神戸北高校

有馬高校

甲山森林公園

雨水貯留タンク助成市

貯留施設整備箇所(整備完了）

貯留施設整備箇所(事業着手）

①校庭貯留整備
・【整備完了】宝塚東高校、阪神昆陽高校

三田西陵高校、西宮甲山高校
北摂三田高校

（H25年度までの完了地点を含む）
・【事業着手】宝塚北高校、神戸北高校

有馬高校、三田祥雲館高校
②公園等
・【整備完了】甲山森林公園

三田ｶﾙﾁｬｰﾀｳﾝ太陽光発電所

⑧その他
・たんぼダム（神戸市八多地区）
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三田祥雲館高校



2.2.1 対象施設の選定の基本的な考え方 – 流域対策 –

図．浸水実績及び浸水が予想されるエリア

対象施設の選定の基本的な考え方

・阪神西部地域圏内の現状の流域対策対象施設
を把握・整理し、災害弱者施設や指定避難施
設等の設置目的に留意した上で、候補施
設を抽出

・施設管理者の同意を得た上で、流域対策対象
施設として位置づけ
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2.2.2 学校・公園、ため池等での雨水貯留の取り組み – 流域対策 –

校庭貯留の整備

平常時

洪水時

校庭に設けられた周囲堤
（北摂三田高校）
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2.2.3 防災調整池の設置指導 – 流域対策 -

条例による義務化
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重要調整池の設置、維持管理の義務化
（平成25年4月～）

1ha以上の開発

2.2.3 防災調整池の設置指導 – 流域対策 -

条例による義務化

調整池の設置、維持管理の努力義務化1ha未満の開発

指定調整池の指定、維持管理の義務化既存調整池

に浸水被害を発生させる可能性が高まると認められたときは、
開発行為（土地の形質を変更する行為）によって、周辺地域
に浸水被害を発生させる可能性が高まると認められたときは、
雨水を一時的に貯留し、雨水の流出を抑制する「調整池」を
設置するようにしなければならない。

総合治水条例 第10条～第20条

総合治水条例に基づく
「重要調整池の設置に関する

技術基準」を策定
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2.2.5 農地等への雨水貯留 – 流域対策 -

水田貯留（流出抑制）

水田貯留、ため池貯留に係る広報チラシを作成し、普及啓発を実施ため池貯留

水田貯留

神戸市北区八多町で「せき板」配布（約10ha）
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2.2.5 農地等への雨水貯留 – 流域対策 -

広報チラシを作成し、普及啓発活動を実施

神戸市

ため池防災対策広報チラシの作成
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2.2.2 学校・公園、ため池等での雨水貯留の取り組み – 流域対策 –

ため池等での雨水貯留の取り組み

「ため池事前放流」等をテーマに、ため池管理者を対象とし
た「ため池管理者講習会」を開催
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丹波県民局・篠山市

2.2.5 農地等への雨水貯留 – 流域対策 -

生産緑地制度の活用

宝塚市
平成12年度より生産緑地地区の新規指定を申請に応じて実施
平成26年度で0.53haの生産緑地地区を指定

尼崎市 平成27年12月末時点で、77.4haの生産緑地地区を指定

生産緑地地区とは・・・ 生産緑地法により規定される、都市計画法上の地域地区

市街化区域内にある農地で、公害・災害の防止、都市環境の保全
等に役立つ、500m2以上の規模の区域

積極的な指定

・農作物の供給地や農業体験の場
・災害に備えたオープンスペース
・心安らぐ緑地空間

都市内に分散した小規模な
自然的流出抑制としての役割
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2.2.6 森林などの流出抑制機能を有する土地の保全等 – 流域対策 -

人工林の間伐

間伐実施前 間伐実施後

人工林の間伐と間伐材を用いた土砂流出防止柵の設置

篠山市
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2.2.6 森林などの流出抑制機能を有する土地の保全等 – 流域対策 -

六甲山系グリーンベルト整備事業

整備後整備前

宝塚市光ガ丘
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2.2.7 その他の雨水貯留・浸透の取り組み等 – 流域対策 -

雨水貯留施設の設置

平成27年12月21日神戸新聞

雨水貯留タンク（西宮庁舎）
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尼崎市

雨水貯留タンクによる各戸貯留

2.2.7 その他の雨水貯留・浸透の取り組み等 – 流域対策 -

三田市

宝塚市
平成16年度から各戸雨水貯留タンクの助成を実施
総助成基数：３57件（平成2７年11月末）

平成２6年度から各戸雨水貯留タンクの助成を実施
総助成基数：49件（平成27年11月末）

伊丹市
平成23年度から各戸雨水貯留タンクの助成を実施
総助成基数：141件（平成27年11月末）

雨水貯留タンク

平成24年度から各戸雨水貯留タンクの助成を実施
総助成基数：119件（平成27年11月末）

西宮市
平成23年度から各戸雨水貯留タンクの助成を実施
総助成基数：203件（平成27年11月末）

芦屋市
平成24年度から各戸雨水貯留タンクの助成を実施
総助成基数：62件（平成27年11月末）

雨水貯留タンク
設置例（宝塚市）
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西宮市

街きょ桝 浸透桝

浸透トレンチ

単粒砕石

下水道本管へ

浸透桝等の設置

芦屋市

・街きょ桝の浸透化工事を実施

・浸透桝設置の継続指導
道路浸透桝の標準的な構造

透水性舗装の構造

2.2.7 その他の雨水貯留・浸透の取り組み等 – 流域対策 -

道路・学校で、浸透桝、
浸透側溝、透水性舗装等実施

街きょ桝浸透化工事（芦屋市）
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①知る（水害リスクに対する認識の向上）
・手づくりハザードマップの作成による水害リスク
を知る機会の提供
・ ハザードマップの改良・強化
・出前講座、職員研修による防災
の担い手となる人材育成

③逃げる（的確な避難のための啓発）
ⅰ) 自助の取組の推進
・手づくりハザードマップの活用
・ひょうご防災ネットの加入促進
ⅱ) 共助の取組の推進
・要援護者の情報共有、支援登録台帳の整備
ⅲ) 公助の取組の推進
・避難経路、避難所の屋外表示
・津波避難ビルの洪水時活用

②守る（情報提供体制の充実、水防体制の強化）
・同報無線・移動無線の充実
・水位及び氾濫予測やサイレン、
回転灯による河川情報の伝達
・土のう積訓練、人命救助訓練の実施

④備える
（水害に備えるまちづくり、水害からの復旧の備え）

・建物耐水機能に係る指針策定による重要施設浸水対策
の推進
・水害に備えるためのフェニックス共済等への加入促進

2.3 減災対策

総合的な治水対策

減災対策流域対策

河川下水道対策
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2.3.1 水害リスクに対する認識の向上（知る） – 減災対策 -

三田市

地域版防災マップの作成

地域版防災マップの作成状況

篠山市

地域防災マップの作成風景（南矢代地区）
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2.3.1 水害リスクに対する認識の向上（知る） – 減災対策 -

水害リスクを知る機会の提供

尼崎市

伊丹市

宝塚市

緑化フェアにおける啓発
ブース出店

地域防災マップ

出前講座開催
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2.3.1 水害リスクに対する認識の向上（知る） – 減災対策 -

防災の担い手となる人材の育成

ひょうご防災リーダー被災地研修

現地研修（H27.11.29）丹波市市島町

事後研修
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阪神南県民センター

2.3.1 水害リスクに対する認識の向上（知る） – 減災対策 -

防災の担い手となる人材の育成

西宮市

防災リーダー講座 防災講演会

38



2.3.1 水害リスクに対する認識の向上（知る） – 減災対策 -

防災の担い手となる人材の育成

尼崎市

防災セミナー

丹波県民局

「丹波地域ひょうご防災リーダー」等
フォローアップ講座

防災図上訓練

伊丹市
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情報の配信

2.3.2 情報提供体制の充実と水防体制の強化（守る） – 減災対策 -

西宮市
（ 公式Facebook ）

西宮市
（公式Twitter）

40

宝塚市
（ 防災・防犯交通安全Facebook ）

宝塚市
（危機管理室Twitter）

災害等緊急時には災害に関する情報が配信



防災用無線の整備

2.3.2 情報提供体制の充実と水防体制の強化（守る） – 減災対策 -

芦屋市行政無線システムの概要

伊丹市
・平成2６年度に難聴地区解消のため

市内２３ヶ所に屋外拡声器を整備

尼崎市
・防災行政無線屋外拡声器を

平成２６年度に３基追加設置
平成２７年度に２基追加設置予定

三田市 ・防災行政無線を平成26～2８年度に
５１ヶ所整備予定

西宮市

・防災スピーカーの定期放送を開始
（平成26年2月17日より）

・緊急告知ラジオの購入補助を開始
（平成26年1月より）２６年度：７９９台

屋外拡声器

（尼崎市）

41

全国瞬時警報システム（Jアラート）

2.3.2 情報提供体制の充実と水防体制の強化（守る） – 減災対策 -

伊丹市

Ｊアラート情報による教育施設での
防災訓練を実施
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河川情報の伝達

2.3.2 情報提供体制の充実と水防体制の強化（守る） – 減災対策 -

現在 現在～1時間後 1時間後～2時間後 2時間後～3時間後

県

県では、市が住民に対して実施する避難勧告等を的確
に判断するために必要な情報提供の一環として、水位
予測、氾濫予測を実施し、その結果を「フェニックス
防災システム」を通じて市町や消防・警察へ配信して
いる。
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洪水予報

2.3.2 情報提供体制の充実と水防体制の強化（守る） – 減災対策 -

国や県は、河川の増水やはん濫に対する水防活動のため、あらかじめ指定した河川（洪水予報河川）
について、区間を決めて水位または流量を示した洪水の予報を気象庁との合同で行っている。
洪水時に水防活動や住民自らの避難行動の一助となるよう、水位周知河川においては、夜間でも
はん濫の危険が識別できるカラー水位標が設置されている。
この着色により、水防団が出動したり、避難勧告が発令される目安となる水位を示す。

はん濫注意水位

避難判断水位

はん濫の発生

はん濫危険水位

水防団待機水位

水位危険度レベル 水位の名称等 注意報・警報 備考

レベル５ はん濫の発生 洪水警報 はん濫が発生している状態

レベル４ はん濫危険水位 洪水警報
住民の避難が完了されている

状態の水位

レベル３ 避難判断水位 洪水警報
市町村が避難勧告の発令を判断、

住民が避難を判断する水位

レベル２ はん濫注意水位 洪水注意報
市町村が避難準備情報の発令を
判断、水防団が出動する水位

レベル１ 水防団待機水位 － 水防団が待機する水位
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防災訓練の実施

2.3.2 情報提供体制の充実と水防体制の強化（守る） – 減災対策 -

尼崎市

防災総合訓練

三田市

防災総合訓練

防災総合訓練

芦屋市

45

防災訓練の実施

2.3.2 情報提供体制の充実と水防体制の強化（守る） – 減災対策 -

救援物資搬送訓練

阪神南県民センター

水防訓練

宝塚市
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Web版ハザードマップの公表

2.3.3 的確な避難のための啓発（逃げる） – 減災対策 -

神戸市

土砂災害・水害に関する危険予想箇所図（Web版）
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2.3.3 的確な避難のための啓発（逃げる） – 減災対策 -

ハザードマップ活用のための研修

丹波県民局 西宮市

地域防災マップを活用した小学校における防災授業「防災情報活用研修会」開催

自治会長等を対象に、パソコンを用いてCG
ハザードマップの活用方法等を学習．
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避難訓練

2.3.3 的確な避難のための啓発（逃げる） – 減災対策 -

尼崎市

自主防災会による防災訓練 1.17は忘れない地域防災訓練
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防災情報の啓発

2.3.3 的確な避難のための啓発（逃げる） – 減災対策 -

伊丹市

防災啓発展示コーナーの運営
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2.3.3 的確な避難のための啓発（逃げる） – 減災対策 -

「ひょうご防災ネット」等への加入促進

「ひょうご防災ネット」への加入促進に取り組み、
平成26年度は128,000件が新規登録

新規登録件数 目標

平成24年度 109,100件
40,000
件／年平成25年度 132,500件

平成26年度 128,000件
120,000

件／年

表．「ひょうご防災ネット」の加入状況

「ひょうご防災ネット」
防災行政無線、広報車等の既存情報伝達手段に加え、携帯電話の

メールやホームページ機能を利用して、災害発生時等の緊急時に、
緊急情報（地震情報・津波情報・気象警報）や避難情報等をいち早
く県民・市民の方々に発信するシステム

ひょうご防災ネット

神戸市 尼崎市 芦屋市

西宮市 宝塚市 三田市

伊丹市 篠山市

県及び各市の防災ネットは、上記QRコードより
アクセスできます。
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伊丹市 福祉避難所の設置運営に関する協定締結（H27年度５事業所追加）

神戸市 「神戸市における災害時の要援護者への支援に関する条例」に基づく体制づくり

三田市 避難行動要支援者対策として、支援制度の説明会を開催（市内10箇所）

2.3.3 的確な避難のための啓発（逃げる） – 減災対策 -

災害時要援護者の支援・情報共有に関する取り組み

「災害に備えた たすけあいのまちづくり」
リーフレットおよびガイドラインの作成
（神戸市）
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尼崎市 津波等一時避難所の指定拡大

神戸市 病院、学校、民間会社などの避難所としての拡充、協定締結

西宮市
津波避難ビルの指定及び洪水時の活用
指定避難所における災害別明示や地盤高の表示

2.3.3 的確な避難のための啓発（逃げる） – 減災対策 -

避難所の拡充に向けた取り組み

指定避難所と
地盤高等の表示板（西宮市）
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2.3.4 水害に備えるまちづくりと水害からの復旧の備え（備える） – 減災対策 -

「フェニックス共済」
（＝兵庫県住宅再建共済制度）は、住宅所
有者に加入いただき、平常時から資金を寄
せ合うことにより、災害発生時に被害を受
けた住宅の再建・補修を支援する制度

フェニックス共済への加入促進

目標 全県 うち流域市

加入率（％） 15 % 9.2% 7.3 %

表．フェニックス共済の加入状況（平成27年3月末時点）
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2.3.4 水害に備えるまちづくりと水害からの復旧の備え（備える） – 減災対策 -

自家発電装置の設置

自家発電装置を庁舎屋上に設置
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芦屋市


